
 

 

１ 岡山県立記録資料館条例           
平成 17 年 3 月 18 日 岡山県条例第 2 号 

（目的及び設置） 

第一条 岡山県の記録を伝える重要な公文書（現用のものを除く。）、古文書その他の資料（以下「記録資 

 料」という。）を保存し、及び一般の利用に供するため、公文書館法（昭和 62 年法律第 115 号）第五条 

 第 2 項の規定により、岡山県立記録資料館（以下「記録資料館」という。）を岡山市に設置する。 

（業務） 

第二条 記録資料館は、前条の目的を達成するため、次の業務を行う。 

  一 記録資料を収集し、整理し、及び保存すること。 

 二 記録資料を閲覧その他の一般の利用に供すること。 

  三 記録資料についての調査研究を行うこと。 

  四 記録資料についての専門的な知識の普及及び啓発を行うこと。 

 五 資料集等を編さんし、及び刊行すること。 

  六 岡山県の歴史を編さんし、及び刊行すること。 

 七 前各号に掲げるもののほか、記録資料館の目的を達成するために必要な業務 

２ 前項第 2 号の規定にかかわらず、個人の秘密の保持その他の合理的な理由により一般の利用に供する 

 ことが適当でない記録資料については、一般の利用に供しないものとする。 

（費用の負担等） 

第三条 記録資料の写しの交付を受ける者は、知事が定める額の当該記録資料の写しの交付に要する費用 

 を負担しなければならない。ただし、知事が特に必要があると認めるときは、この限りでない。 

（職員）  

第四条 記録資料館に、館長その他必要な職員を置く。 

（規則への委任） 

第五条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

 

 

２ 岡山県立記録資料館条例施行規則       
平成 17 年 3 月 18 日 岡山県規則第 21 号 

（平成 26 年 4 月 1 日改正、令和元年 7 月 1 日改正、令和 2 年 4 月 1 日改正） 

（趣旨） 

第一条 この規則は、岡山県立記録資料館条例（平成 17 年岡山県条例第２号。以下「条例」という。）の 

 施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（開館時間） 

第二条 岡山県立記録資料館（以下「記録資料館」という。）の開館時間は、午前 9 時から午後 5 時まで 

 とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、館長は、必要があると認めるときは、開館時間を臨時に変更することがで 

 きる。この場合においては、あらかじめその旨を記録資料館の掲示板に公示するものとする。 

（休館日） 

第三条 記録資料館の休館日は、次のとおりとする。 

 一 月曜日 

 二 国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）に規定する休日（その日が月曜日に当たるとき 

  は、その翌日） 



 

 

 三 1 月 2 日から同月 4 日まで及び 12 月 28 日から同月 31 日まで 

 四 特別整理期間等として館長が別に定める期間 

２ 前項の規定にかかわらず、館長は、必要があると認めるときは、休館日を臨時に変更することができ 

 る。この場合においては、あらかじめその旨を記録資料館の掲示板に公示するものとする。 

（記録資料の利用手続等） 

第四条 条例第一条に規定する記録資料（以下「記録資料」という。）を利用しようとする者は、あらかじ 

 め記録資料利用申込書（様式第 1 号）を館長に提出しなければならない。 

２ 記録資料は、記録資料館内の所定の場所で利用しなければならない。ただし、館長が適当と認める場 

 合は、記録資料を館外へ持ち出して利用することができる。 

３ 前項の規定により館外での利用をしようとする者は、あらかじめ館外特別貸出申請書（様式第 2 号） 

 を館長に提出しなければならない。 

（記録資料の写しの交付に要する費用の額） 

第五条 条例第三条の知事が定める額は、別表に定めるとおりとする。 

（記録資料の写しの交付に要する費用負担の減免申請） 

第六条 条例第三条ただし書の規定により、記録資料の写しの交付に要する費用負担の減免を受けようと 

 する者は、あらかじめ記録資料の写しの交付に要する費用負担減免申請書（様式第 3 号）を館長に提出 

 しなければならない。 

（一般の利用に供しない記録資料） 

第七条 条例第二条第 2 項の規定により、記録資料のうち、次に掲げるものについては、一般の利用に供 

 しないものとする。ただし、館長が適当であると認める場合は、この限りでない。 

 一 事案の完結後 30 年を経過しない公文書（広報資料、調査統計資料、報告書その他の刊行物を除く。） 

 二 整理及び目録の作成が終了していないもの 

 三 劣化その他保存上の理由から一般の利用に供することが不適当なもの 

 四 寄贈又は寄託を受けた記録資料で、一般の利用に供しない旨の条件が付されているもの 

  五 一般の利用に供することにより、個人又は法人その他の団体の権利利益を害するおそれがあると認 

  められるもの 

 六 一般の利用に供することにより、公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあると認められ 

  るもの 

 七 一般の利用に供することにより、国又は地方公共団体の事務事業の執行に支障を及ぼすおそれがあ 

  ると認められるもの 

（行為の禁止） 

第八条 記録資料館においては、次に掲げる行為をしてはならない。 

 一 記録資料館の施設及び設備（次条において「施設等」という。）又は記録資料を損傷し、汚損し、又 

  は滅失させること。 

 二 はり紙若しくははり札をし、又は広告物を表示すること。 

 三 騒音又は大声を発すること等により他人に迷惑をかけること。 

 四 所定の場所以外で喫煙し、又は飲食すること。 

 五 前各号に掲げるもののほか、記録資料館の適正な利用に影響を及ぼし、公共の秩序を乱し、又は衛 

  生上若しくは風紀上障害となる行為をすること。 

２ 館長は、前項の規定に違反した者又は違反するおそれのある者に対して、記録資料館への入館を制限 

 し、又は記録資料館からの退館を命じることができる。 

（弁償） 

第九条 施設等又は記録資料を損傷し、汚損し、又は滅失した者は、館長の指示する方法により弁償しな 

 ければならない。ただし、その損傷等がやむを得ない理由によるものと館長が認めるときは、この限り 

 でない。 



 

 

（その他） 

第十条 この規則に定めるもののほか、記録資料館の管理及び運営に関し必要な事項は、館長が別に定め 

 る。 

 

別表（第五条関係）                                                             

区             分 単  位 金  額 

複写機（カラー複写機を除く。）による写しの交付 1 枚  10 円 

カラー複写機による写しの交付 1 枚  50 円 

マイクロリーダープリンターによる写しの交付 1 枚  10 円 

電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては

認識することができない方式で作られた記録をいう。以下この表

において同じ。）を光ディスク（日本産業規格Ｘ〇六〇六及びＸ

六二八一に適合する直径百二十ミリメートルの光ディスクの再生

装置で再生することが可能なものに限る。）に複製したものの交

付 

1 枚  40 円 

電磁的記録を光ディスク（日本産業規格Ｘ六二四一に適合する直

径百二十ミリメートルの光ディスクの再生装置で再生することが

可能なものに限る。）に複製したものの交付 

1 枚 50 円 

 備考 

  一 複写機により作成した記録資料の枚数は、用紙の両面に複写したときは、片面を一枚として額を 

   算定する。                                               

  二 用紙は、原則として、日本産業規格 A 列 3 番までの大きさのものを用いることとし、これを超え 

   る大きさの規格の用紙を用いた場合は、日本産業規格 A 列 3 番による用紙を用いた場合の枚数に換 

   算して枚数を計算するものとする。 

 

 

 

３ 岡山県における公文書等の収集選別基準    
 

 歴史的・学術的・行政的価値ある公文書等は、県民共有の財産として、永く後世に伝えられ、県民の知

る権利及び行政の説明責任さらには広く県民の地域認識の形成に寄与するものであるので、その選別は隔

たりがなく、公正で客観的に行うこととする。 

 

歴史的・学術的・行政的価値ある公文書等の収集選別基準（平成 4 年 3 月 10 日制定） 

 

 （1） 県の重要な計画に関するもの 

 （2） 県政の重要な施策及び事業に関するもの 

 （3） 各種制度の新設、変更及び改廃に関するもの 

 （4） 条例、規則、訓令等に関するもの 

 （5） 各種の褒章及び表彰に関するもの 

 （6） 県の財政状況等に関する資料のうち重要なもの 

 （7） 県の組織の変遷に関するもの 

 （8） 県の公共施設等の設置及び改廃に関するもの 



 

 

 （9） 県民（個人、団体、法人等）の意向及び動向に関する資料のうち重要なもの 

 （10）重要な調査及び統計に関するもの 

 （11）県有財産等の取得、管理及び処分に関すもの 

 （12）重要な県民の権利義務、行政処分及び訴訟に関するもの 

 （13）重要な行事、事件、災害等に関するもの 

 （14）県勢に関するものなど、将来の参考又は例証となるもの 

 （15）市町村の行政区画の変更、広域的地域整備その他市町村に係る重要な施策に関するもの 

 （16）その他歴史的、学術的に保存の価値があると認められるもの 

 

 

 

４ 岡山県庁文書規程（抄）           
昭和 38 年 5 月 31 日 岡山県訓令第 18 号 

庁中一般 

（目的） 

第一条 この訓令は、岡山県庁（以下「本庁」という。）における文書事務の適正かつ能率的な処理を図る 

 ために必要な事項を定めることを目的とする。 

（定義） 

第一条の二 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 一 文書等 職員が職務上作成し、又は取得した文書、図画及び写真（これらを撮影したマイクロフィ 

  ルムを含む。）並びに電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識すること 

  ができない方式で作られた記録をいう。第三号及び第四号において同じ。）をいう。ただし、官報、白 

  書、新聞、雑誌、書籍その他不特定多数の者に販売することを目的として発行されるものを除く。 

 二 文書 文字又はこれに代わるべき符号を用い、紙の上に永続すべき状態において職務に係る事案を 

  記載したものをいう。 

 三 電子文書 電磁的記録のうち、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。 

 四 電子署名 電磁的記録に記録することができる情報について行われる措置であって、次のいずれに 

  も該当するものをいう。 

  イ 当該情報が当該措置を行った者の作成に係るものであることを示すためのものであること。 

  ロ 当該情報について改変が行われていないかどうかを確認することができるものであること。 

（記録資料の引継ぎ） 

第四十三条 総務学事課長は、前条第三項の規定により作成した廃棄文書一覧表を岡山県立記録資料館の 

 館長（次項において「館長」という。）に送付しなければならない。 

２ 前条第一項及び第二項の規定にかかわらず、総務学事課長は、前項の規定により送付した廃棄文書一 

 覧表に掲げる文書のうち、館長が記録資料として重要であると認めるものについては、岡山県立記録資 

 料館に引き継がなければならない。 

（その他） 

第四十六条 出先機関における文書等の取扱いについては、別に定めるもののほか、本庁の例によ 

 る。 

 

 

 

 



 

 

５ 岡山県教育委員会文書規程（抄）       
平成 8 年 4 月 1 日 岡山県教育委員会訓令第 3 号 

（趣 旨） 

第一条 この訓令は、岡山県教育庁（教育事務所を除く。以下「本庁」という。）における文書事務の適正 

 かつ効率的な処理を図るために必要な事項を定めるものとする。 

（記録資料の引継ぎ） 

第三十九条 前条第一項及び第二項の規定にかかわらず、同条第一項及び第二項の規定により廃棄するこ 

 ととなる文書のうち、岡山県立記録資料館の館長が記録資料として重要であると認めるものについては、 

 岡山県立記録資料館に引き継がなければならない。 

 

 

 

６ 岡山県企業局文書取扱規程（抄）       
昭和 30 年 2 月 11 日 岡山県営電気事業訓令第 2 号 

企業局一般 

(記録資料の引継ぎ) 

第四十条 総務企画課長は、前条第三項の規定により作成した廃棄文書一覧表を岡山県立記録資料館 

 の館長(次項において「館長」という。)に送付しなければならない。 

２ 前条第一項及び第二項の規定にかかわらず、総務企画課長は、前項の規定により送付した廃棄文 

 書一覧表に掲げる文書のうち、館長が記録資料として重要であると認めるものについては、岡山県 

 立記録資料館に引き継がなければならない。 

 

 

 

７ 岡山県行政情報公開条例（抄）        
平成 8 年 3 月 26 日 岡山県条例第 3 号 

（適用除外） 

第二十五条 この条例の規定は、次に掲げるものについては、適用しない。 

 一 官報、公報、白書、新聞、雑誌、書籍その他不特定多数の者に販売することを目的として発行され 

  るもの 

 二 図書館、博物館、美術館、公文書館その他これらに類する施設において、県民の利用に供すること 

  を目的として管理しているもの 

 三 刑事訴訟法（昭和二十三年法律第百三十一号）に基づく訴訟に関する書類及び押収物 

 

 

 

８ 個人情報の保護に関する法律施行条例（抄）  
令和 5 年 4 月 1 日 岡山県条例第 50 号 

個人情報の保護に関する法律施行条例をここに公布する。 

  個人情報の保護に関する法律施行条例 

岡山県個人情報保護条例（平成 14 年岡山県条例第 3 号）の全部を改正する。 



 

 

（趣旨） 

第一条 この条例は、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号。以下「法」という。）の施 

 行に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

 

 

９ 個人情報の保護に関する法律施行令（抄）   
平成 15 年 政令第 507 号 

（地方公共団体等行政文書から除かれるもの） 

第十六条 法第六十条第一項の政令で定めるものは、次に掲げるものとする。 

 一 官報、公報、白書、新聞、雑誌、書籍その他不特定多数の者に販売することを目的として発行され 

  るもの 

 二 公文書館、研究所、博物館、美術館、図書館その他これらに類する施設として地方公共団体の長が 

  指定する施設において歴史的若しくは文化的な資料又は学術研究用の資料として次に掲げる方法によ 

  り特別の管理がされているもの 

  イ 当該資料が専用の場所において適切に保存されていること。 

  ロ 当該資料の目録が作成され、かつ、当該目録が一般の閲覧に供されていること。 

  ハ 次に掲げる場合を除き、一般の利用の制限が行われていないこと。 

   （1）当該資料に地方公共団体の情報公開条例に規定する不開示情報（行政機関の保有する情報の公 

    開に関する法律（平成十一年法律第四十二号）第五条に規定する不開示情報に相当するものをい 

    う。）が記録されていると認められる場合に、当該資料（当該情報が記録されている部分に限る。） 

    の一般の利用を制限すること。 

   （2）当該資料の全部又は一部を一定の期間公にしないことを条件に法人その他の団体（国又は独立 

    行政法人等を除く。）又は個人から寄贈又は寄託を受けている場合に、当該期間が経過するまで 

    の間、当該資料の全部又は一部の一般の利用を制限すること。 

   （3）当該資料の原本を利用させることにより当該原本の破損若しくはその汚損を生ずるおそれがあ 

    る場合又は当該資料を保有する施設において当該原本が現に使用されている場合に、当該原本の 

    一般の利用の方法又は期間を制限すること。 

  ニ 当該資料の利用の方法及び期間に関する定めがあり、かつ、当該定めが一般の閲覧に供されてい 

   ること。 

  ホ 当該資料に記録されている個人情報の漏えいの防止のために必要な措置を講じていること。 

 

 

 

10 公文書館法                 
昭和 62 年 12 月 15 日 法律第 115 号 

改正：平成 11 年 12 月 22 日 法律第 161 号 

（目的） 

第一条 この法律は、公文書等を歴史資料として保存し、利用に供することの重要性にかんがみ、公文書 

 館に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「公文書等」とは、国又は地方公共団体が保管する公文書その他の記録（現用 

 のものを除く。）をいう。 



 

 

（責務） 

第三条 国及び地方公共団体は、歴史資料として重要な公文書等の保存及び利用に関し、適切な措置を講 

 ずる責務を有する。 

（公文書館） 

第四条 公文書館は、歴史資料として重要な公文書等（国が保管していた歴史資料として重要な公文書そ 

 の他の記録を含む。次項において同じ。）を保存し、閲覧に供するとともに、これに関連する調査研究 

 を行うことを目的とする施設とする。 

２ 公文書館には、館長、歴史資料として重要な公文書等についての調査研究を行う専門職員その他必要 

 な職員を置くものとする。 

第五条 公文書館は、国立公文書館法（平成十一年法律第七十九号）の定めるもののほか、国又は地方公 

 共団体が設置する。 

２ 地方公共団体の設置する公文書館の当該設置に関する事項は、当該地方公共団体の条例で定めなけれ 

 ばならない。 

（資金の融通等） 

第六条 国は、地方公共団体に対し、公文書館の設置に必要な資金の融通又はあっせんに努めるものとす 

 る。 

（技術上の指導等） 

第七条 内閣総理大臣は、地方公共団体に対し、その求めに応じて、公文書館の運営に関し、技術上の指 

 導又は助言を行うことができる。 

 

 

 

11 公文書等の管理に関する法律（抄）      
平成 21 年 7 月 1 日 法律第 66 号 

（目的） 

第一条 この法律は、国及び独立行政法人等の諸活動や歴史的事実の記録である公文書等が、健全な 

 民主主義の根幹を支える国民共有の知的資源として、主権者である国民が主体的に利用し得るもの 

 であることにかんがみ、国民主権の理念にのっとり、公文書等の管理に関する基本的事項を定める 

 こと等により、行政文書等の適正な管理、歴史公文書等の適切な保存及び利用等を図り、もって行 

 政が適正かつ効率的に運営されるようにするとともに、国及び独立行政法人等の有するその諸活動 

 を現在及び将来の国民に説明する責務が全うされるようにすることを目的とする。 

（地方公共団体の文書管理） 

第三十四条 地方公共団体は、この法律の趣旨にのっとり、その保有する文書の適正な管理に関して必 

 要な施策を策定し、及びこれを実施するよう努めなければならない。 

 


